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行動計画の岩槻駅周辺地区まちづくり展開

（Ｈ３１年度末開館予定）等の整備 
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行動計画の中間駅周辺地区、その他東部地域まちづくり展開
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（３）さいたま市東部地域のまちづくり行程イメージ   

（４） 浦和美園駅及び岩槻駅周辺地区のまちづくりの目標 

 

注）浦和美園駅周辺及び岩槻駅周辺地区の定住人口はビルトアップ曲線（（２）沿線開発ケース P64、65 参照）による人口を設定している。 

※１岩槻駅周辺の定住人口は七里駅周辺の区画整理事業等を含む。 

１４．１千人 
（Ｈ２９．９実績） 
住民基本台帳より 

 
 
約２２．２千人 

 
約６２千人超増 
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 （５）浦和美園駅及び岩槻駅周辺地区の将来イメージ 

将来イメージはまちづくりの定量的目標を設定した浦和美園駅及び岩槻駅の周辺とした。

将来のまちづくりイメージを広く市民や関係者等と共有化し、実践していくための目標でも

ある。 
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８ 地下鉄７号線延伸の需要予測・事業性の定量的評価の概要 

（１）需要予測の概要 

１）需要予測の概念 

    ・鉄道事業の評価に向けて重要な基礎となるのは「需要予測」である。需要予測は、鉄道を

整備した際の輸送人員（乗車人員）を予測するものであり、その予測値は営業主体が事業

によって得る収益、Ｂ／Ｃにおける鉄道利用者が受ける便益などに直結する。 

    ・延伸協議会では１９８号答申の需要予測モデルを適用することにする。 

    ・需要予測は将来の開業年次を設定し、延伸した場合（with）と延伸しない場合（without）

の需要予測を行う。 

 

   ２）需要予測の手順（流れ） 

     a  現状調査（人口・人の移動の実態把握） 

      ・需要予測は、将来の鉄道を整備した際の輸送人員（乗車人員）を予測するものであり、

その基礎は現在の「人口」、「人の移動」の実態をベースにしている。 

        ・まず、人口については直近の平成２７年国勢調査結果※１を用いる。 

・次に、人の移動については平成２０年ＰＴ調査※２及び、平成２７年国勢調査結果を用

いる。 

       b  人口フレームの設定（将来人口の設定） 

        ・鉄道（延伸線）の開業年次の将来人口を設定する。延伸協議会では、１９８号答申と同

様に開業 

年次を平成４２（２０３０）年とした。 

        ・将来人口の設定は国立社会保障・人口問題研究所（以下「社人研」）による将来人口を

用いる。ただし、さいたま市の将来人口は社人研の将来推計を大幅に上回っていること

から、さいたま市総合振興計画後期基本計画によるさいたま市及び区別の将来人口推計

について、直近の平成２７年国勢調査結果を基に上乗せ補正を行い、開業年次の将来推

計値とした。 

        ・沿線開発ケースの将来人口フレームの設定は別に記す。 

       c  人口フレームの設定（ゾーンの設定） 

       ・東京圏、都道府県、ブロック、大ゾーン（市町村）、小ゾーン（町丁目）に分かれてお

り、交通政策審議会モデルの小ゾーンをベースに延伸区間の沿線について、町丁目単位

に細分化するなどの精緻化を図り、ゾーン（単位地域）別の将来人口を設定する。 

       d  四段階推計法による予測 

        １段階：発生交通量・集中交通量予測 

               ・あるゾーンから他のゾーンへ出かけてゆく発生交通量、あるゾーンへ他の 

ゾーンから訪れる集中交通量を予測 
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２段階：分布交通量予測 

               ・ゾーン間の交通量を予測 

       ３段階：交通機関別分布交通量予測 

・分布交通量予測で得られたゾーン間の交通量ごとに、鉄道、自動車、バス、徒

歩・二輪車の交通機関ごとの交通量を予測 

       ４段階：鉄道経路配分予測 

・交通機関別分布交通量の中で鉄道に関して具体的にどの路線を利用するかを 

予測 

・予測に当たっては、鉄道乗車時間、乗換時間、費用（運賃）、混雑率などを反

映した１９８号答申の需要予測モデル※３に基づく。 

 

 

   ※１ 国勢調査：５年に一度の実施で人口、就労、通勤、通学などの調査 

※２ ＰＴ調査：１０年に一度の実施で「どのような人が」「いつ」「どのような目的・交通手

段で」「どこからどこへ」移動したかについて調査し、１日のすべての動きを捉える調

査 

※３ １９８号答申の需要予測モデル：この需要予測モデルは、平成２２年大都市交通センサ

ス及び平成２０年ＰＴ調査を用いている。なお、大都市交通センサスは５年に一度実施

され、三大都市圏の鉄道、バスの利用実態（旅客の流動量及び利用経路など）を調査 

 

【委員の意見】 

  ・推計人口の上乗せ補正について、開業年次まで推計人口が維持継続するのかとの意見があった。 

事務局説明 

・３０・４０代による人口増加が主な要因であることから継続性はあるとの説明、さらに、平成

２９年１２月発表のさいたま市の将来人口推計がさらに上乗せ補正を上回っていることを説

明した。 
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将来人口の設定（推計方法） 

 

 

 

ゾーンの設定 



51 
 

需要予測の手順（流れ）（四段階推計法） 

      

 

（２）需要予測モデルの検証（現況再現） 

・需要予測モデルの検証を行うために、現況再現を行った。その現況再現は現況人口の設定を

行い、輸送需要を推計し、実績値と比較することで需要予測モデルの妥当性の確認を行う作

業である。 

・現況再現結果の誤差は概ね１０％未満となっている。 

   

注：実積は埼玉高速鉄道ＨＰより、現況再現値には埼玉スタジアム旅客を含む          

地下鉄７号線（埼玉高速鉄道線）現況再現表 
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（３）事業性の定量的評価の概要（Ｂ／Ｃ：費用便益比・採算性：累積資金収支黒字転換年） 

・鉄道事業により、もたらせる効果（便益、受益）で事業性を評価する。 

・Ｂ／Ｃは費用便益比であり、一般的には「費用対効果」や「経済効果」と表されることもある。 

・Ｂ／Ｃは、国民経済的視点で公共事業として国費が投入される整備事業について、社会経済的

に見て効率的な事業であるかどうかの評価であり、国民や鉄道事業者に対する説明責任が求

められるものである。 

  ・採算性は、鉄道事業者の長期的な経営の視点に立って、事業の成立やサービスの提供が持続可

能なものであるかを評価するとともに、国の事業許可の可能性を検証するものである。 

・延伸協議会では、都市鉄道等利便増進法の適用を前提とし、事業性の定量的評価を行う。なお、

都市鉄道等利便増進法の適用の一般的な目安はＢ／Ｃが１．０を超えること、採算性が３０年

以内と言われている。 
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（４）Ｂ／Ｃ・採算性の試算概要 

１）Ｂ／Ｃの試算の前提・内容 

■試算前提 

・鉄道事業におけるＢ／Ｃ（費用便益比）は「鉄道プロジェクトの評価手法マニュアル ２０

１２年改訂版」により規定されている。 

・事業による効果・影響のうち貨幣換算可能な効果を対象に便益を計測する。 

・便益は、事業を実施（延伸）した場合（with）と実施（延伸）しない場合（without）の比

較により計測される。 

・延伸線のＢ／Ｃについても、このマニュアルに準拠する。また開業年度後３０年及び５０年

を試算する。 

■試算内容 

Ｂ／Ｃで評価する便益や費用は下記の内容表のとおりである。 

 

項 目 便益（Benefit）の内容 

総
便
益 

利用者便益 時間短縮、費用節減、乗換改善、車両内混雑緩和 

供給者便益 当該事業者及び補完・競合他事業者の収益変化 

環境改善便益 ＣＯ２、ＮＯｘの削減、道路交通事故減少 

期末残存価値 計算期末の資産価値 

 

項 目 費用（Cost）の内容 

総 
費 
用 

建設投資額等 建設費、用地関係費、車両費等 

維持改良費用等 試算の維持・更新費 

 

 

２）採算性の試算の前提・内容 

■試算前提 

・鉄道事業における採算性分析は「鉄道プロジェクトの評価マニュアル２０１２年改訂版」に

より規定されている。 

・採算性は財務分析によって得られる事業の収支の見通しから、採算面での事業の成立性につ

いて評価するものである。評価に当たっては、前提とした資金調達スキーム（適用した補助

制度）が重要である。 

■試算内容（施設使用料等） 

・延伸協議会の検討では、事業手法として都市鉄道等利便増進法を前提としていることから、

Ｂ／Ｃの便益と費用の内容表 
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「受益活用型」の上下分離方式（既存路線に発生する「受益」も活用した施設整備）が前提

であり、「整備主体として鉄道・運輸機構」及び「営業主体として埼玉高速鉄道（株）」の２

者が参画すると想定する。 

   ・国、地方公共団体、整備主体がそれぞれ建設費等の３分の１を負担する。 

   ・この上下分離方式では、延伸整備による収入変化及び経費変化から導き出される受益相当額

を基に、営業主体が施設使用料を整備主体に支払う。整備主体はその施設使用料で自己調達

した資金（借入等）を償還する。整備資金の償還に要する期間、すなわち累積資金収支の黒

字転換年が採算性の指標となる。 

   ・施設使用料は整備主体と営業主体の協議で決定されるものであるが、各ケースにおける試算

にあっては、鉄道事業者の経費等の実績に基づき施設使用料を設定し、採算性を試算した。 

 

参考：施設使用料 

・採算性のイメージではあるが延伸線の概算建設費は７９０億円（税抜）であることから、整 

備主体として３分の１の負担相当金額として約２６３億円を資金調達（借入）してくる。そ 

の資金分を営業主体から施設使用料として支払いを受け、償還していくことになる。 

   ・施設使用料は整備・営業主体間で協議・決定されるものであり、事業化の時には試算値とは

異なることも想定される。 

 

９ 各ケースの前提条件概要 

地域の成長・発展に伴い地域特性を考慮した「すう勢ケース」を基本とし、沿線開発、埼玉スタ 

ジアム駅常設化、快速運転の３つの条件を組み合わせた各ケースを設定した。 

５つのケースについての前提条件の概要を下記の概要表に示す。 

 

No. ケース名 前提条件 

1 すう勢ケース 

運行は各駅停車とし、開発の進捗に伴う人口増加を見込まないものとする。 

ただし、浦和美園駅周辺地区は、開発による人口増加が著しい現状を踏ま

え、確実視されるもののみ考慮する。 

2 沿線開発ケース 

運行は各駅停車とし、浦和美園駅周辺地区、中間駅地区、岩槻駅周辺地区、

（七里駅周辺含む）の沿線開発の進捗に伴う人口増加をビルトアップ曲線等

により推計し考慮する。 

3 
沿線開発＋ 

埼玉スタジアム駅常設化ケース 
２のケースに加え、埼玉スタジアム駅を常設化した場合を考慮する。 

4 沿線開発＋快速運転ケース ２のケースに加え、運行を各駅停車及び快速運転とする。 

5 
沿線開発＋埼玉スタジアム駅 

常設化＋快速運転ケース 

３のケースに加え、運行を各駅停車及び快速運転とする。 

ただし、埼玉スタジアム駅に快速運転は停車しないものとする。 

各ケースの前提条件概要表 

 

 

   


